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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持体上に、（Ａ）赤外線吸収剤と、（Ｂ）熱ラジカル開始剤と、（Ｃ）不飽和カルボ
ン酸、そのエステル類、およびそのアミド類から選択される少なくとも１種のラジカル重
合性化合物と、（Ｄ）バインダーポリマーと、を有する感光層を設けてなり、該（Ｄ）バ
インダーポリマーとして、下記一般式（Ｉ）で表される繰り返し単位を有するポリマーを
含有することを特徴とするネガ型平版印刷版原版。
【化１】

　式中、Ｒ1は水素原子又は、置換基を有していてもよいアルキル基を表し、Ｒ2は置換基
を有していないアルキル基を表し、Ｒ3はカルボン酸基を有する脂肪族、或いは芳香族炭
化水素基を表す。ｎ1、ｎ2、ｎ3及びｎ4は各繰り返し単位のモル％を示し、それぞれ次の
範囲である。ｎ1＝５～８５、ｎ2＝０～６０、ｎ3＝０～２０、ｎ4＝３～６０。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
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【発明の属する技術分野】
本発明は、コンピュータ等のデジタル信号に基づいて赤外線レーザを走査することにより
直接製版できる、いわゆるダイレクト製版可能なネガ型平版印刷版原版に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、コンピュータのデジタルデータから直接製版するシステムとしては、▲１▼電子写
真法によるもの、▲２▼青色又は緑色を発光するレーザを用い露光する光重合系によるも
の、▲３▼銀塩を感光性樹脂上に積層したもの、▲４▼銀塩拡散転写法によるもの等が提
案されている。
【０００３】
しかしながら、▲１▼の電子写真法を用いるものは、帯電、露光、現像等画像形成のプロ
セスが煩雑であり、装置が複雑で大がかりなものになる。また、▲２▼の光重合系による
ものでは、青色や緑色の光に対して高感度な版材を使用するため、明室での取扱いが難し
くなる。▲３▼、▲４▼の方法では銀塩を使用するため現像等の処理が煩雑になる、処理
廃液中に銀が含まれる等の欠点がある。
【０００４】
一方、近年におけるレーザの発展は目ざましく、特に波長７６０ｎｍから１２００ｎｍの
赤外線を放射する固体レーザ及び半導体レーザは、高出力かつ小型のものが容易に入手で
きるようになっている。コンピュータ等のデジタルデータから直接製版する際の記録光源
として、これらのレーザは非常に有用である。しかし、実用上有用な多くの感光性記録材
料は、感光波長が７６０ｎｍ以下の可視光域であるため、これらの赤外線レーザでは画像
記録できない。このため、赤外線レーザで記録可能な材料が望まれている。
【０００５】
このような赤外線レーザにて記録可能な画像記録材料として、ＵＳ４、７０８、９２５号
に記載されている、オニウム塩、フェノール樹脂及び分光増感剤より成る記録材料がある
。この画像記録材料は、オニウム塩とフェノール樹脂により発現する現像液に対する溶解
抑止効果を利用したポジ型の画像記録材料であり、本発明のようなネガ型ではない。一方
、ネガ型の画像記録材料としては、赤外線吸収剤、酸発生剤、レゾール樹脂及びノボラッ
ク樹脂より成る記録材料がＵＳ５，３４０，６９９号に記載されている。しかしながら、
このようなネガ型の画像記録材料は、画像形成のためにはレーザ露光後に加熱処理が必要
であり、このため、露光後の加熱処理を必要としないネガ型の画像記録材料が所望されて
いた。例えば、特公平７－１０３１７１号には、特定の構造を有するシアニン色素、ヨー
ドニム塩及びエチレン性不飽和二重結合を有する付加重合可能な化合物より成る、画像様
露光後の加熱処理を必要としない記録材料が記載されているが、この画像記録材料は、形
成された画像部の強度が低く、例えば平版印刷版として用いた場合、印刷時に得られる印
刷物の枚数が少ないという問題があった。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
従って、本発明の目的は、赤外線を放射する固体レーザ及び半導体レーザを用いて記録す
ることにより、コンピューター等のデジタルデータから直接記録可能であり、画像部の耐
摩耗性、感光層と支持体との密着性が良好で、耐刷性に優れたネガ型平版印刷版原版を提
供することにある。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
　本発明者は、感光層の硬化機構に着目し、鋭意検討の結果、感光層中に用いるバインダ
ーポリマーとして、特定の繰り返し単位を有するポリマーを用いることにより上記目的が
達成できることを見出し、本発明を完成するに至った。
　即ち、本発明のネガ型平版印刷版原版は、支持体上に、（Ａ）赤外線吸収剤と、（Ｂ）
オニウム塩と、（Ｃ）不飽和カルボン酸、そのエステル類、およびそのアミド類から選択
される少なくとも１種のラジカル重合性化合物と、（Ｄ）バインダーポリマーと、を有す
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る感光層を設けてなり、該（Ｄ）バインダーポリマーとして、下記一般式（Ｉ）で表され
る繰り返し単位を有するポリマーを含有することを特徴とする。
【０００８】
【化２】

【０００９】
式中、Ｒ1は水素原子又は、置換基を有していてもよいアルキル基を表し、Ｒ2は置換基を
有していないアルキル基を表し、Ｒ3はカルボン酸基を有する脂肪族、或いは芳香族炭化
水素基を表す。ｎ1、ｎ2、ｎ3及びｎ4は各繰り返し単位のモル％を示し、それぞれ次の範
囲である。ｎ1＝５～８５、ｎ2＝０～６０、ｎ3＝０～２０、ｎ4＝３～６０。
【００１０】
本発明の作用は明確ではないが、（Ｄ）バインダーポリマーとして、被膜形成性に優れ、
成分組成により親水性／疎水性を調整してアルカリ現像液の浸透性を制御したポリマーを
用い、また、該ポリマーがカルボン酸基を有することで、アルカリ水による現像性に優れ
ているため、画像形成性及び耐刷性に優れた記録層の形成が達成されるものと推測される
。
【００１１】
【発明の実施の形態】
以下本発明を詳細に説明する。
［一般式（Ｉ）で表される繰り返し単位を有するポリマー］
本発明においては、感光層中の（Ｄ）バインダーポリマーとして下記一般式（Ｉ）で表さ
れる繰り返し単位を有するポリマーの少なくとも１種を含有することが特徴である。
【００１２】
【化３】

【００１３】
式中、Ｒ1は水素原子又は、置換基を有していてもよいアルキル基を表し、Ｒ2は置換基を
有していないアルキル基を表し、Ｒ3はカルボン酸基を有する脂肪族、或いは芳香族炭化
水素基を表す。ｎ1、ｎ2、ｎ3及びｎ4は各繰り返し単位のモル％を示し、それぞれ次の範
囲である。ｎ1＝５～８５、ｎ2＝０～６０、ｎ3＝０～２０、ｎ4＝３～６０。
【００１４】
このようなポリマーはポリビニルアルコールをアルデヒドによりアセタール化し、さらに
その残存ヒドロキシ基と酸無水物とを反応させる方法で合成することができる。
このようなポリマーは４種の繰り返し単位よりなり、第１の成分としてはビニルアセター
ル成分、第２の成分としてはビニルアルコール成分、第３の成分としては無置換のエステ
ル成分、第４の成分としてはカルボキシル基を有するエステル成分であり、それぞれの成
分において１種以上の繰り返し単位を有することができる。
【００１５】
第１の成分であるビニルアセタール成分は置換基を有してもよい脂肪族アルデヒドをビニ
ルアルコール成分と反応させたものであり、置換基を有する場合、その置換基としては、
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Ｃｌ、Ｂｒ等のハロゲン原子、カルボキシル基、ヒドロキシル基、ウレタン基、ウレイド
基、３級アミノ基、アルコキシ基、シアノ基、ニトロ基、アミド基、エステル基等が挙げ
られ、具体的には、ホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、プロピオンアルデヒド、ブチ
ルアルデヒド、ペンチルアルデヒド、ヘキシルアルデヒド、グリオキシル酸、Ｎ，Ｎ－ジ
メチルホルムアミドジ－ｎ－ブチルアセタール、ブロモアセトアルデヒド、クロルアセト
アルデヒド、３－ヒドロキシ－ｎ－ブチルアルデヒド、３－（ジメチルアミノ）－２，２
－ジメチルプロピオンアルデヒド、シアノアセトアルデヒド等が挙げられるが、これに限
定されるものではない。
【００１６】
第２の成分であるビニルアルコール成分は構造中に水酸基を有することから、親水性の基
板との密着性に寄与するものである。
第３の成分である無置換のエステル成分において、置換基Ｒ2は好ましくは、炭素原子数
１～１０のアルキル基を表し、現像性の観点からは、メチル基、エチル基等の比較的短鎖
の直鎖状アルキル基が好ましい。
第４の成分であるカルボキシル基を有するエステル成分において、Ｒ3は、炭素原子数１
～３０の脂肪族カルボン酸基、或いは芳香族カルボン酸であり、それらは主に無水コハク
酸、無水マレイン酸、無水フタル酸、無水トリメリット酸、無水cis－４－シクロヘキセ
ン－１，２－ジカルボン酸、無水ヘキサヒドロフタル酸などの酸無水物とポリビニルアセ
タール残存水酸基（－ＯＨ）とを反応させて得ることができるが、出発物質として他の環
状酸無水物を用いてもよい。
【００１７】
置換基Ｒ3は、カルボキシル基以外に他の基を有していてもよい。このような置換基とし
ては、水酸基、シアノ基、ニトロ基、Ｃｌ、Ｂｒ等のハロゲン原子、あるいは、以下に示
す基が挙げられる。
【００１８】
【化４】

【００１９】
ここで、Ｒ4は炭素原子数１～２０アルキル基、アラルキル基、又はアリール基であり、
これらはさらに、水酸基、シアノ基、ハロゲン原子、ニトロ基などの置換基を有していて
もよい。
本発明に係る前記特定の繰り返し単位を有するバインダーポリマーにおいて、各繰り返し
単位の好ましい含有率としては、第１の成分ｎ1は５～８５モル％が適当であり、２５～
７０モル％の範囲であることが好ましい。第１の成分の含有率が低すぎると膜強度が低下
する傾向があり、多すぎると塗布溶剤に対する溶解性が低下するため、いずれも好ましく
ない。
【００２０】
第２の成分の含有率ｎ2は０～６０モル％が適当であり、１０～４５モル％の範囲である
ことが好ましい。第２の成分は支持体との密着性、及び、バインダーポリマーの親水性に
寄与するが、この第２の成分の含有割合が小さすぎると、架橋構造の形成による膜強度へ
の寄与と親水性支持体との密着性への寄与が不充分となり耐刷性向上効果が低下する傾向
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にあり、多すぎると水に対する膨潤性が大きくなり、画像再現性に影響を及ぼす虞がでて
くる。
【００２１】
第４の成分の含有率ｎ4は３～６０モル％の範囲になることを要し、１０～５５モル％で
あることが好ましい。含有率が少なすぎるとアルカリ水による現像性が低下して残膜が発
生し易くなり、非画像部に汚れを生じる傾向にあり、多すぎるとアルカリ現像液に対する
膨潤性が高くなり、画像再現性に影響を及ぼす虞がでてくるため、いずれも好ましくない
。
第３の成分の含有率ｎ3は０～２０モル％が適当であり、１～１０モル％の範囲であるこ
とが望ましい。含有率が少なすぎると皮膜性改良効果が低下し、多すぎると現像性が低下
する傾向にある。
【００２２】
本発明に係る「一般式（Ｉ）で表される繰り返し単位を有するポリマー」の重量平均分子
量はゲルパーミエーションクロマトグラフィーで測定した値が約５０００～４０万の範囲
が適当であり、好ましくは約５万～３０万の範囲であり、数平均分子量については好まし
くは１０００以上であり、さらに好ましくは２０００～２５万の範囲である。
前記特定のポリマーは感光層の全固形分に対し５～９５重量％、好ましくは１５～９０重
量％の割合で添加することができる。
このポリマーは１種のみを用いてもよく、ポリマーの組成の異なる２種以上を併用するこ
ともできる。
【００２３】
［（Ｄ）バインダーポリマー］
本発明の平版印刷版原版の感光層を構成する（Ｄ）バインダーポリマーとして、前記特定
のポリマーを用いるのであるが、（Ｄ）バインダーポリマーの全てが前記ポリマーよりな
るものであってもよいが、目的に応じて、本発明の効果を損なわない限りにおいてバイン
ダーポリマーとして公知の他のポリマーを併用することができる。併用し得る他のバイン
ダーポリマーとしては、構造内に水酸基、アミド基、ウレタン基などを有する、前記特定
のポリマーと相溶性のあるものを選択する必要がある。他のバインダーポリマーを併用す
る場合、本発明に係る特定の前記ポリマーは全バインダーポリマーの２５重量％以上であ
ることが好ましく、さらに好ましくは５０～１００重量％の範囲である。
【００２４】
バインダーポリマーに併用し得る他のポリマーとしては線状有機ポリマーを用いることが
できる。このような「線状有機ポリマー」としては、先に述べたように、前記ポリマーと
の相溶性があれば、どれを使用しても構わない。好ましくは水現像あるいは弱アルカリ水
現像を可能とするために、水あるいは弱アルカリ水可溶性または膨潤性である線状有機ポ
リマーが選択される。
このような線状有機ポリマーとしては、側鎖にカルボン酸基を有するラジカル重合体、例
えば特開昭５９－４４６１５号、特公昭５４－３４３２７号、特公昭５８－１２５７７号
、特公昭５４－２５９５７号、特開昭５４－９２７２３号、特開昭５９－５３８３６号、
特開昭５９－７１０４８号に記載されているもの、すなわち、メタクリル酸共重合体、ア
クリル酸共重合体、イタコン酸共重合体、クロトン酸共重合体、マレイン酸共重合体、部
分エステル化マレイン酸共重合体等がある。また同様に側鎖にカルボン酸基を有する酸性
セルロース誘導体がある。この他に水酸基を有する重合体に環状酸無水物を付加させたも
のなどが有用である。
【００２５】
特にこれらの中で、ベンジル基またはアリル基と、カルボキシル基を側鎖に有する（メタ
）アクリル樹脂が、膜強度、感度、現像性のバランスに優れており、好適である。
【００２６】
また、特公平７－１２００４号、特公平７－１２００４１号、特公平７－１２００４２号
、特公平８－１２４２４号、特開昭６３－２８７９４４号、特開昭６３－２８７９４７号
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、特開平１－２７１７４１号、特願平１０－１１６２３２号等に記載される酸基を含有す
るウレタン系バインダーポリマーは、非常に、強度に優れるので、耐刷性・低露光適性の
点で有利である。
【００２７】
さらにこの他に水溶性線状有機ポリマーとして、ポリビニルピロリドンやポリエチレンオ
キサイド等が有用である。また硬化皮膜の強度を上げるためにアルコール可溶性ナイロン
や２，２－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）－プロパンとエピクロロヒドリンのポリエ
ーテル等も有用である。
【００２８】
本発明でバインダーとして併用されるポリマーの重量平均分子量については好ましくは５
０００以上であり、さらに好ましくは１万～３０万の範囲であり、数平均分子量について
は好ましくは１０００以上であり、さらに好ましくは２０００～２５万の範囲である。
【００２９】
これらのポリマーは、ランダムポリマー、ブロックポリマー、グラフトポリマー等いずれ
でもよいが、ランダムポリマーであることが好ましい。
【００３０】
本発明で使用されるバインダーポリマーは、感光層塗布液の全固形分に対し２０～９５重
量％、好ましくは３０～９０重量％の割合で感光層中に添加される。添加量が２０重量％
未満の場合は、画像形成した際、画像部の強度が不足する。また添加量が９５重量％を越
える場合は、画像形成されない。
【００３１】
［（Ａ）赤外線吸収剤］
本発明の目的は、赤外線を発するレーザで画像記録することである。このためには、赤外
線吸収剤を用いることが必須である。赤外線吸収剤は、吸収した赤外線を熱に変換する機
能を有している。この際発生した熱により、オニウム塩が分解し、ラジカルを発生する。
本発明において使用される赤外線吸収剤は、波長７６０ｎｍから１２００ｎｍに吸収極大
を有する染料又は顔料である。
【００３２】
染料としては、市販の染料及び例えば「染料便覧」（有機合成化学協会編集、昭和４５年
刊）等の文献に記載されている公知のものが利用できる。具体的には、アゾ染料、金属錯
塩アゾ染料、ピラゾロンアゾ染料、ナフトキノン染料、アントラキノン染料、フタロシア
ニン染料、カルボニウム染料、キノンイミン染料、メチン染料、シアニン染料、スクワリ
リウム色素、ピリリウム塩、金属チオレート錯体等の染料が挙げられる。
【００３３】
好ましい染料としては、例えば、特開昭５８－１２５２４６号、特開昭５９－８４３５６
号、特開昭５９－２０２８２９号、特開昭６０－７８７８７号等に記載されているシアニ
ン染料、特開昭５８－１７３６９６号、特開昭５８－１８１６９０号、特開昭５８－１９
４５９５号等に記載されているメチン染料、特開昭５８－１１２７９３号、特開昭５８－
２２４７９３号、特開昭５９－４８１８７号、特開昭５９－７３９９６号、特開昭６０－
５２９４０号、特開昭６０－６３７４４号等に記載されているナフトキノン染料、特開昭
５８－１１２７９２号等に記載されているスクワリリウム色素、英国特許４３４，８７５
号記載のシアニン染料等を挙げることができる。
【００３４】
また、米国特許第５，１５６，９３８号記載の近赤外吸収増感剤も好適に用いられ、また
、米国特許第３，８８１，９２４号記載の置換されたアリールベンゾ（チオ）ピリリウム
塩、特開昭５７－１４２６４５号（米国特許第４，３２７，１６９号）記載のトリメチン
チアピリリウム塩、特開昭５８－１８１０５１号、同５８－２２０１４３号、同５９－４
１３６３号、同５９－８４２４８号、同５９－８４２４９号、同５９－１４６０６３号、
同５９－１４６０６１号に記載されているピリリウム系化合物、特開昭５９－２１６１４
６号記載のシアニン色素、米国特許第４，２８３，４７５号に記載のペンタメチンチオピ
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リリウム塩等や特公平５－１３５１４号、同５－１９７０２号に開示されているピリリウ
ム化合物も好ましく用いられる。
【００３５】
また、染料として好ましい別の例として米国特許第４，７５６，９９３号明細書中に式（
Ｉ）、（II）として記載されている近赤外吸収染料を挙げることができる。
【００３６】
これらの染料のうち特に好ましいものとしては、シアニン色素、スクワリリウム色素、ピ
リリウム塩、ニッケルチオレート錯体が挙げられる。さらに、シアニン色素が好ましく、
特に下記一般式（Ｉ）で示されるシアニン色素が最も好ましい。
【００３７】
【化５】

【００３８】
一般式（Ｉ）中、Ｘ1は、ハロゲン原子、またはＸ2－Ｌ1を示す。ここで、Ｘ2は酸素原子
または、硫黄原子を示し、Ｌ1は、炭素原子数１～１２の炭化水素基を示す。Ｒ1およびＲ
2は、それぞれ独立に、炭素原子数１～１２の炭化水素基を示す。感光層塗布液の保存安
定性から、Ｒ1およびＲ2は、炭素原子数２個以上の炭化水素基であることが好ましく、さ
らに、Ｒ1とＲ2とは互いに結合し、５員環または６員環を形成していることが特に好まし
い。
Ａｒ1、Ａｒ2は、それぞれ同じでも異なっていても良く、置換基を有していても良い芳香
族炭化水素基を示す。好ましい芳香族炭化水素基としては、ベンゼン環およびナフタレン
環が挙げられる。また、好ましい置換基としては、炭素原子数１２個以下の炭化水素基、
ハロゲン原子、炭素原子数１２個以下のアルコキシ基が挙げられる。Ｙ1、Ｙ2は、それぞ
れ同じでも異なっていても良く、硫黄原子または炭素原子数１２個以下のジアルキルメチ
レン基を示す。Ｒ3、Ｒ4は、それぞれ同じでも異なっていても良く、置換基を有していて
も良い炭素原子数２０個以下の炭化水素基を示す。好ましい置換基としては、炭素原子数
１２個以下のアルコキシ基、カルボキシル基、スルホ基が挙げられる。Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7お
よびＲ8は、それぞれ同じでも異なっていても良く、水素原子または炭素原子数１２個以
下の炭化水素基を示す。原料の入手性から、好ましくは水素原子である。また、Ｚ1-は、
対アニオンを示す。ただし、Ｒ1～Ｒ8のいずれかにスルホ基が置換されている場合は、Ｚ
1-は必要ない。好ましいＺ1-は、感光層塗布液の保存安定性から、ハロゲンイオン、過塩
素酸イオン、テトラフルオロボレートイオン、ヘキサフルオロホスフェートイオン、およ
びスルホン酸イオンであり、特に好ましくは、過塩素酸イオン、ヘキサフルオロフォスフ
ェートイオン、およびアリールスルホン酸イオンである。
【００３９】
本発明において、好適に用いることのできる一般式（Ｉ）で示されるシアニン色素の具体
例（［ＩＲ－１］～［ＩＲ－１２］）を以下に挙げるが、本発明はこれらに制限されるも
のではない。
【００４０】
【化６】
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【００４１】
【化７】
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【００４２】
【化８】
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【００４３】
本発明において使用される顔料としては、市販の顔料及びカラーインデックス（Ｃ．Ｉ．
）便覧、「最新顔料便覧」（日本顔料技術協会編、１９７７年刊）、「最新顔料応用技術
」（ＣＭＣ出版、１９８６年刊）、「印刷インキ技術」ＣＭＣ出版、１９８４年刊）に記
載されている顔料が利用できる。
【００４４】
顔料の種類としては、黒色顔料、黄色顔料、オレンジ色顔料、褐色顔料、赤色顔料、紫色
顔料、青色顔料、緑色顔料、蛍光顔料、金属粉顔料、その他、ポリマー結合色素が挙げら
れる。具体的には、不溶性アゾ顔料、アゾレーキ顔料、縮合アゾ顔料、キレートアゾ顔料
、フタロシアニン系顔料、アントラキノン系顔料、ペリレン及びペリノン系顔料、チオイ
ンジゴ系顔料、キナクリドン系顔料、ジオキサジン系顔料、イソインドリノン系顔料、キ
ノフタロン系顔料、染付けレーキ顔料、アジン顔料、ニトロソ顔料、ニトロ顔料、天然顔
料、蛍光顔料、無機顔料、カーボンブラック等が使用できる。これらの顔料のうち好まし
いものはカーボンブラックである。
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【００４５】
これら顔料は表面処理をせずに用いてもよく、表面処理を施して用いてもよい。表面処理
の方法には、樹脂やワックスを表面コートする方法、界面活性剤を付着させる方法、反応
性物質（例えば、シランカップリング剤、エポキシ化合物、ポリイソシアネート等）を顔
料表面に結合させる方法等が考えられる。上記の表面処理方法は、「金属石鹸の性質と応
用」（幸書房）、「印刷インキ技術」（ＣＭＣ出版、１９８４年刊）及び「最新顔料応用
技術」（ＣＭＣ出版、１９８６年刊）に記載されている。
【００４６】
顔料の粒径は０．０１μｍ～１０μｍの範囲にあることが好ましく、０．０５μｍ～１μ
ｍの範囲にあることがさらに好ましく、特に０．１μｍ～１μｍの範囲にあることが好ま
しい。顔料の粒径が０．０１μｍ未満のときは分散物の画像感光層塗布液中での安定性の
点で好ましくなく、また、１０μｍを越えると画像感光層の均一性の点で好ましくない。
【００４７】
顔料を分散する方法としては、インク製造やトナー製造等に用いられる公知の分散技術が
使用できる。分散機としては、超音波分散器、サンドミル、アトライター、パールミル、
スーパーミル、ボールミル、インペラー、デスパーザー、ＫＤミル、コロイドミル、ダイ
ナトロン、３本ロールミル、加圧ニーダー等が挙げられる。詳細は、「最新顔料応用技術
」（ＣＭＣ出版、１９８６年刊）に記載されている。
【００４８】
これらの赤外線吸収剤は、他の成分と同一の層に添加してもよいし、別の層を設けそこへ
添加してもよいが、ネガ型平版印刷版原版を作成した際に、感光層の波長７６０ｎｍ～１
２００ｎｍの範囲における極大吸収波長での吸光度が、反射測定法で０．１～３の範囲に
あるように添加することが好ましい。
感光層の吸光度は感光層に添加する赤外線吸収剤の量と感光層の厚みにより調整すること
ができる。吸光度の測定は常法により行うことができる。測定方法としては、例えば、ア
ルミニウム等の反射性の支持体上に、乾燥後の塗布量が平版印刷版として必要な範囲にお
いて適宜決定された厚みの記録層を形成し、反射濃度を光学濃度計で測定する方法、積分
球を用いた反射法により分光光度計で測定する方法等が挙げられる。
【００４９】
［（Ｂ）熱ラジカル開始剤］
熱ラジカル開始剤は前記（Ａ）赤外線吸収剤と組み合わせて用い、赤外線レーザを照射し
た際にその光又は熱或いはその双方のエネルギーによりラジカルを発生する化合物を指す
。熱ラジカル開始剤としては、公知の光重合開始剤、熱重合開始剤などを選択して使用す
ることができ、例えば、オニウム塩、トリハロメチル基を有するトリアジン化合物、過酸
化物、アゾ系重合開始剤、アジド化合物、キノンジアジドなどが挙げられるが、オニウム
塩が高感度であり、好ましい。
本発明において熱ラジカル開始剤として好適に用い得るオニウム塩について説明する。好
適に用いられるオニウム塩は、ヨードニウム塩、ジアゾニウム塩、スルホニウム塩である
。本発明において好適に用いられるオニウム塩は、下記一般式（III）～（Ｖ）で表され
るオニウム塩である。
【００５０】
【化９】
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【００５１】
式（III）中、Ａｒ11とＡｒ12は、それぞれ独立に、置換基を有していても良い炭素原子
数２０個以下のアリール基を示す。このアリール基が置換基を有する場合の好ましい置換
基としては、ハロゲン原子、ニトロ基、炭素原子数１２個以下のアルキル基、炭素原子数
１２個以下のアルコキシ基、または炭素原子数１２個以下のアリールオキシ基が挙げられ
る。Ｚ11-はハロゲンイオン、過塩素酸イオン、テトラフルオロボレートイオン、ヘキサ
フルオロホスフェートイオン、およびスルホン酸イオンからなる群より選択される対イオ
ンを表し、好ましくは、過塩素酸イオン、ヘキサフルオロフォスフェートイオン、および
アリールスルホン酸イオンである。
式（IV)中、Ａｒ21は、置換基を有していても良い炭素原子数２０個以下のアリール基を
示す。好ましい置換基としては、ハロゲン原子、ニトロ基、炭素原子数１２個以下のアル
キル基、炭素原子数１２個以下のアルコキシ基、炭素原子数１２個以下のアリールオキシ
基、炭素原子数１２個以下のアルキルアミノ基、炭素原子数１２個以下のジアルキルアミ
ノ基、炭素原子数１２個以下のアリールアミノ基または、炭素原子数１２個以下のジアリ
ールアミノ基が挙げられる。Ｚ21-はＺ11-と同義の対イオンを表す。
式（Ｖ）中、Ｒ31、Ｒ32及びＲ33は、それぞれ同じでも異なっていても良く、置換基を有
していても良い炭素原子数２０個以下の炭化水素基を示す。好ましい置換基としては、ハ
ロゲン原子、ニトロ基、炭素原子数１２個以下のアルキル基、炭素原子数１２個以下のア
ルコキシ基、または炭素原子数１２個以下のアリールオキシ基が挙げられる。Ｚ31-はＺ1

1-と同義の対イオンを表す。
【００５２】
本発明において、好適に用いることのできる一般式（III）で示されるオニウム塩（［Ｏ
Ｉ－１］～［ＯＩ－１０］）、一般式（IV）で示されるオニウム塩（［ＯＮ－１］～［Ｏ
Ｎ－５］）、及び一般式（Ｖ）で示されるオニウム塩（［ＯＳ－１］～［ＯＳ－５］）の
具体例を以下に挙げる。
【００５３】
【化１０】
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【００５４】
【化１１】



(14) JP 4295418 B2 2009.7.15

10

20

30

【００５５】
【化１２】
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【００５６】
【化１３】
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【００５７】
本発明において用いられる熱ラジカル開始剤は、極大吸収波長が４００ｎｍ以下であるこ
とが好ましく、さらに３６０ｎｍ以下であることが好ましい。このように吸収波長を紫外
線領域にすることにより、平版印刷版原版の取り扱いを白灯下で実施することができる。
【００５８】
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これらの熱ラジカル開始剤は、感光層塗布液の全固形分に対し０．１～５０重量％、好ま
しくは０．５～３０重量％、特に好ましくは１～２０重量％の割合で感光層塗布液中に添
加することができる。添加量が０．１重量％未満であると感度が低くなり、また５０重量
％を越えると印刷時非画像部に汚れが発生する。これらの熱ラジカル開始剤は、１種のみ
を用いても良いし、２種以上を併用しても良い。
【００５９】
［（Ｃ）不飽和カルボン酸、そのエステル類、およびそのアミド類から選択される少なく
とも１種のラジカル重合性化合物］
　本発明に使用されるラジカル重合性化合物は、少なくとも一個のエチレン性不飽和二重
結合を有するラジカル重合性化合物であり、末端エチレン性不飽和結合を少なくとも１個
、好ましくは２個以上有する化合物から選ばれる。この様な化合物群は当該産業分野にお
いて広く知られるものであり、本発明においてはこれらを特に限定無く用いる事ができる
。これらは、例えばモノマー、プレポリマー、すなわち２量体、３量体およびオリゴマー
、またはそれらの混合物ならびにそれらの共重合体などの化学的形態をもつ。モノマーお
よびその共重合体としては、不飽和カルボン酸（例えば、アクリル酸、メタクリル酸、イ
タコン酸、クロトン酸、イソクロトン酸、マレイン酸など）や、そのエステル類、アミド
類があげられ、好ましくは、不飽和カルボン酸と脂肪族多価アルコール化合物とのエステ
ル、不飽和カルボン酸と脂肪族多価アミン化合物とのアミド類が用いられる。また、ヒド
ロキシル基や、アミノ基、メルカプト基等の求核性置換基を有する不飽和カルボン酸エス
テル、アミド類と単官能もしくは多官能イソシアネート類、エポキシ類との付加反応物、
単官能もしくは、多官能のカルボン酸との脱水縮合反応物等も好適に使用される。また、
イソシアナート基やエポキシ基等の親電子性置換基を有する不飽和カルボン酸エステルま
たはアミド類と、単官能もしくは多官能のアルコール類、アミン類およびチオール類との
付加反応物、さらに、ハロゲン基やトシルオキシ基等の脱離性置換基を有する不飽和カル
ボン酸エステルまたはアミド類と、単官能もしくは多官能のアルコール類、アミン類およ
びチオール類との置換反応物も好適である。
【００６０】
脂肪族多価アルコール化合物と不飽和カルボン酸とのエステルであるラジカル重合性化合
物の具体例としては、アクリル酸エステルとして、エチレングリコールジアクリレート、
トリエチレングリコールジアクリレート、１，３－ブタンジオールジアクリレート、テト
ラメチレングリコールジアクリレート、プロピレングリコールジアクリレート、ネオペン
チルグリコールジアクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、トリメチロ
ールプロパントリ（アクリロイルオキシプロピル）エーテル、トリメチロールエタントリ
アクリレート、ヘキサンジオールジアクリレート、１，４－シクロヘキサンジオールジア
クリレート、テトラエチレングリコールジアクリレート、ペンタエリスリトールジアクリ
レート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリレ
ート、ジペンタエリスリトールジアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレ
ート、ソルビトールトリアクリレート、ソルビトールテトラアクリレート、ソルビトール
ペンタアクリレート、ソルビトールヘキサアクリレート、トリ（アクリロイルオキシエチ
ル）イソシアヌレート、ポリエステルアクリレートオリゴマー等がある。
【００６１】
メタクリル酸エステルとしては、テトラメチレングリコールジメタクリレート、トリエチ
レングリコールジメタクリレート、ネオペンチルグリコールジメタクリレート、トリメチ
ロールプロパントリメタクリレート、トリメチロールエタントリメタクリレート、エチレ
ングリコールジメタクリレート、１，３－ブタンジオールジメタクリレート、ヘキサンジ
オールジメタクリレート、ペンタエリスリトールジメタクリレート、ペンタエリスリトー
ルトリメタクリレート、ペンタエリスリトールテトラメタクリレート、ジペンタエリスリ
トールジメタクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサメタクリレート、ソルビトール
トリメタクリレート、ソルビトールテトラメタクリレート、ビス〔ｐ－（３－メタクリル
オキシ－２－ヒドロキシプロポキシ）フェニル〕ジメチルメタン、ビス－〔ｐ－（メタク
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リルオキシエトキシ）フェニル〕ジメチルメタン等がある。
【００６２】
イタコン酸エステルとしては、エチレングリコールジイタコネート、プロピレングリコー
ルジイタコネート、１，３－ブタンジオールジイタコネート、１，４－ブタンジオールジ
イタコネート、テトラメチレングリコールジイタコネート、ペンタエリスリトールジイタ
コネート、ソルビトールテトライタコネート等がある。
【００６３】
クロトン酸エステルとしては、エチレングリコールジクロトネート、テトラメチレングリ
コールジクロトネート、ペンタエリスリトールジクロトネート、ソルビトールテトラジク
ロトネート等がある。
【００６４】
イソクロトン酸エステルとしては、エチレングリコールジイソクロトネート、ペンタエリ
スリトールジイソクロトネート、ソルビトールテトライソクロトネート等がある。
【００６５】
マレイン酸エステルとしては、エチレングリコールジマレート、トリエチレングリコール
ジマレート、ペンタエリスリトールジマレート、ソルビトールテトラマレート等がある。
【００６６】
その他のエステルの例として、例えば、特公昭４６－２７９２６、特公昭５１－４７３３
４、特開昭５７－１９６２３１記載の脂肪族アルコール系エステル類や、特開昭５９－５
２４０、特開昭５９－５２４１、特開平２－２２６１４９記載の芳香族系骨格を有するも
の、特開平１－１６５６１３記載のアミノ基を含有するもの等も好適に用いられる。
【００６７】
また、脂肪族多価アミン化合物と不飽和カルボン酸とのアミドのモノマーの具体例として
は、メチレンビス－アクリルアミド、メチレンビス－メタクリルアミド、１，６－ヘキサ
メチレンビス－アクリルアミド、１，６－ヘキサメチレンビス－メタクリルアミド、ジエ
チレントリアミントリスアクリルアミド、キシリレンビスアクリルアミド、キシリレンビ
スメタクリルアミド等がある。
【００６８】
その他の好ましいアミド系モノマーの例としては、特公昭５４－２１７２６記載のシクロ
へキシレン構造を有すものをあげる事ができる。
【００６９】
また、イソシアネートと水酸基の付加反応を用いて製造されるウレタン系付加重合性化合
物も好適であり、そのような具体例としては、例えば、特公昭４８－４１７０８号公報中
に記載されている１分子に２個以上のイソシアネート基を有するポリイソシアネート化合
物に、下記式（VI）で示される水酸基を含有するビニルモノマーを付加させた１分子中に
２個以上の重合性ビニル基を含有するビニルウレタン化合物等が挙げられる。
【００７０】
一般式（VI)
ＣＨ2＝Ｃ（Ｒ41）ＣＯＯＣＨ2ＣＨ（Ｒ42）ＯＨ
（ただし、Ｒ41およびＲ42は、ＨまたはＣＨ3を示す。）
【００７１】
また、特開昭５１－３７１９３号、特公平２－３２２９３号、特公平２－１６７６５号に
記載されているようなウレタンアクリレート類や、特公昭５８－４９８６０号、特公昭５
６－１７６５４号、特公昭６２－３９４１７、特公昭６２－３９４１８号記載のエチレン
オキサイド系骨格を有するウレタン化合物類も好適である。
【００７２】
さらに、特開昭６３－２７７６５３，特開昭６３－２６０９０９号、特開平１－１０５２
３８号に記載される、分子内にアミノ構造やスルフィド構造を有するラジカル重合性化合
物類を用いても良い。
【００７３】
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その他の例としては、特開昭４８－６４１８３号、特公昭４９－４３１９１号、特公昭５
２－３０４９０号、各公報に記載されているようなポリエステルアクリレート類、エポキ
シ樹脂と（メタ）アクリル酸を反応させたエポキシアクリレート類等の多官能のアクリレ
ートやメタクリレートをあげることができる。また、特公昭４６－４３９４６号、特公平
１－４０３３７号、特公平１－４０３３６号記載の特定の不飽和化合物や、特開平２－２
５４９３号記載のビニルホスホン酸系化合物等もあげることができる。また、ある場合に
は、特開昭６１－２２０４８号記載のペルフルオロアルキル基を含有する構造が好適に使
用される。さらに日本接着協会誌 vol. ２０、No. ７、３００～３０８ページ（１９８４
年）に光硬化性モノマーおよびオリゴマーとして紹介されているものも使用することがで
きる。
【００７４】
これらのラジカル重合性化合物について、どの様な構造を用いるか、単独で使用するか併
用するか、添加量はどうかといった、使用方法の詳細は、最終的な記録材料の性能設計に
あわせて、任意に設定できる。例えば、次のような観点から選択される。感度の点では１
分子あたりの不飽和基含量が多い構造が好ましく、多くの場合、２官能以上がこのましい
。また、画像部すなわち硬化膜の強度を高くするためには、３官能以上のものが良く、さ
らに、異なる官能数・異なる重合性基を有する化合物（例えば、アクリル酸エステル系化
合物、メタクリル酸エステル系化合物、スチレン系化合物等）を組み合わせて用いること
で、感光性と強度の両方を調節する方法も有効である。
感光層中のラジカル重合性化合物の配合比に関しては、多い方が感度的に有利であるが、
多すぎる場合には、好ましく無い相分離が生じたり、粘着性の発現による製造工程上の問
題（例えば、記録層成分の転写、粘着に由来する製造不良）や、現像液からの析出が生じ
る等の問題を生じうる。これらの観点から、ラジカル重合性化合物の好ましい配合比は、
多くの場合、感光層全固形分に対して５～８０重量％、好ましくは２０～７５重量％であ
る。また、これらは単独で用いても２種以上併用してもよい。
【００７５】
［その他の成分］
本発明では、さらに必要に応じてこれら以外に種々の化合物を添加してもよい。例えば、
可視光域に大きな吸収を持つ染料を画像の着色剤として使用することができる。具体的に
は、オイルイエロー＃１０１、オイルイエロー＃１０３、オイルピンク＃３１２、オイル
グリーンＢＧ、オイルブルーＢＯＳ、オイルブルー＃６０３、オイルブラックＢＹ、オイ
ルブラックＢＳ、オイルブラックＴ－５０５（以上オリエント化学工業（株）製）、ビク
トリアピュアブルー、クリスタルバイオレット（ＣＩ４２５５５）、メチルバイオレット
（ＣＩ４２５３５）、エチルバイオレット、ローダミンＢ（ＣＩ１４５１７０Ｂ）、マラ
カイトグリーン（ＣＩ４２０００）、メチレンブルー（ＣＩ５２０１５）等、及び特開昭
６２－２９３２４７号に記載されている染料を挙げることができる。また、フタロシアニ
ン系顔料、アゾ系顔料、カーボンブラック、酸化チタンなどの顔料も好適に用いることが
できる。
【００７６】
これらの着色剤は、画像形成後、画像部と非画像部の区別がつきやすいので、添加する方
が好ましい。なお、添加量は、感光層塗布液全固形分に対し、０．０１～１０重量％の割
合である。
【００７７】
また、本発明においては、感光層塗布液の調製中あるいは保存中においてラジカル重合可
能なエチレン性不飽和二重結合を有する化合物の不要な熱重合を阻止するために少量の熱
重合防止剤を添加することが望ましい。適当な熱重合防止剤としてはハイドロキノン、ｐ
－メトキシフェノール、ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール、ピロガロール、ｔ－ブチルカ
テコール、ベンゾキノン、４，４′－チオビス（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール
）、２，２′－メチレンビス（４－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、Ｎ－ニトロソ
－Ｎ－フェニルヒドロキシルアミンアルミニウム塩等が挙げられる。熱重合防止剤の添加



(20) JP 4295418 B2 2009.7.15

10

20

30

40

50

量は、全組成物の重量に対して約０．０１重量％～約５重量％が好ましい。また必要に応
じて、酸素による重合阻害を防止するためにベヘン酸やベヘン酸アミドのような高級脂肪
酸誘導体等を添加して、塗布後の乾燥の過程で感光層の表面に偏在させてもよい。高級脂
肪酸誘導体の添加量は、全組成物の約０．１重量％～約１０重量％が好ましい。
【００７８】
また、本発明における感光層塗布液中には、現像条件に対する処理の安定性を広げるため
、特開昭６２－２５１７４０号や特開平３－２０８５１４号に記載されているような非イ
オン界面活性剤、特開昭５９－１２１０４４号、特開平４－１３１４９号に記載されてい
るような両性界面活性剤を添加することができる。
【００７９】
非イオン界面活性剤の具体例としては、ソルビタントリステアレート、ソルビタンモノパ
ルミテート、ソルビタントリオレート、ステアリン酸モノグリセリド、ポリオキシエチレ
ンノニルフェニルエーテル等が挙げられる。
【００８０】
両性界面活性剤の具体例としては、アルキルジ（アミノエチル）グリシン、アルキルポリ
アミノエチルグリシン塩酸塩、２－アルキル－Ｎ－カルボキシエチル－Ｎ－ヒドロキシエ
チルイミダゾリニウムベタイン、Ｎ－テトラデシル－Ｎ，Ｎ－ベタイン型（例えば、商品
名アモーゲンＫ、第一工業（株）製）等が挙げられる。
【００８１】
上記非イオン界面活性剤及び両性界面活性剤の感光層塗布液中に占める割合は、０．０５
～１５重量％が好ましく、より好ましくは０．１～５重量％である。
【００８２】
さらに、本発明に係る感光層塗布液中には、必要に応じ、塗膜の柔軟性等を付与するため
に可塑剤が加えられる。例えば、ポリエチレングリコール、クエン酸トリブチル、フタル
酸ジエチル、フタル酸ジブチル、フタル酸ジヘキシル、フタル酸ジオクチル、リン酸トリ
クレジル、リン酸トリブチル、リン酸トリオクチル、オレイン酸テトラヒドロフルフリル
等が用いられる。
【００８３】
本発明の平版印刷版原版を製造するには、通常、感光層塗布液に必要な上記各成分を溶媒
に溶かして、適当な支持体上に塗布すればよい。ここで使用する溶媒としては、エチレン
ジクロライド、シクロヘキサノン、メチルエチルケトン、メタノール、エタノール、プロ
パノール、エチレングリコールモノメチルエーテル、１－メトキシ－２－プロパノール、
２－メトキシエチルアセテート、１－メトキシ－２－プロピルアセテート、ジメトキシエ
タン、乳酸メチル、乳酸エチル、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルホル
ムアミド、テトラメチルウレア、Ｎ－メチルピロリドン、ジメチルスルホキシド、スルホ
ラン、γ－ブチルラクトン、トルエン、水等を挙げることができるがこれに限定されるも
のではない。これらの溶媒は単独又は混合して使用される。溶媒中の上記成分（添加剤を
含む全固形分）の濃度は、好ましくは１～５０重量％である。
【００８４】
また塗布、乾燥後に得られる支持体上の感光層塗布量（固形分）は、用途によって異なる
が、平版印刷版原版についていえば一般的に０．５～５．０ｇ／ｍ2が好ましい。塗布す
る方法としては、種々の方法を用いることができるが、例えば、バーコーター塗布、回転
塗布、スプレー塗布、カーテン塗布、ディップ塗布、エアーナイフ塗布、ブレード塗布、
ロール塗布等を挙げることができる。塗布量が少なくなるにつれて、見かけの感度は大に
なるが、画像記録の機能を果たす感光層の皮膜特性は低下する。
【００８５】
本発明に係る感光層塗布液には、塗布性を良化するための界面活性剤、例えば、特開昭６
２－１７０９５０号に記載されているようなフッ素系界面活性剤を添加することができる
。好ましい添加量は、全感光層の材料固形分中０．０１～１重量％、さらに好ましくは０
．０５～０．５重量％である。
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【００８６】
［支持体］
本発明の平版印刷版原版において前記感光層を塗布可能な支持体としては、寸度的に安定
な板状物であり、例えば、紙、プラスチック（例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、
ポリスチレン等）がラミネートされた紙、金属板（例えば、アルミニウム、亜鉛、銅等）
、プラスチックフィルム（例えば、二酢酸セルロース、三酢酸セルロース、プロピオン酸
セルロース、酪酸セルロース、酢酸酪酸セルロース、硝酸セルロース、ポリエチレンテレ
フタレート、ポリエチレン、ポリスチレン、ポリプロピレン、ポリカーボネート、ポリビ
ニルアセタール等）、上記の如き金属がラミネート若しくは蒸着された紙又はプラスチッ
クフィルム等が挙げられる。好ましい支持体としては、ポリエステルフィルム又はアルミ
ニウム板が挙げられる。
【００８７】
本発明の平版印刷版原版に使用する支持体としては、軽量で表面処理性、加工性、耐食性
に優れたアルミニウム板を使用することが好ましい。この目的に供されるアルミニウム材
質としては、ＪＩＳ　１０５０材、ＪＩＳ　１１００材、ＪＩＳ　１０７０材、Ａｌ－Ｍ
ｇ系合金、Ａｌ－Ｍｎ系合金、Ａｌ－Ｍｎ－Ｍｇ系合金、Ａｌ－Ｚｒ系合金。Ａｌ－Ｍｇ
－Ｓｉ系合金などが挙げられる。
【００８８】
また、支持体用アルミニウム板としては、板の厚みの精度が、コイル全長にわたって、±
１０μｍ以内、望ましくは±６μｍ以内のものが好ましい。また、幅方向の板厚差は６μ
ｍ以内、望ましくは３μｍ以内がよい。また、板幅の精度は、±１．０ｍｍ以内、望まし
くは±０．５ｍｍ以内が望ましい。Ａｌ板の表面粗度は、圧延ロールの表面粗さの影響を
受けやすいが、最終的に中心線表面粗さ（Ｒａ）で、Ｒａ＝０．１～１．０μｍ程度に仕
上げるのがよい。Ｒａが大きすぎると、平版印刷版用としての粗面化処理、感光層塗布を
したとき、Ａｌのもともとの粗さすなわち、圧延ロールによって転写された粗い圧延条痕
が感光層の上から見えるため、外観上好ましくない。Ｒａ＝０．１μｍ以下の粗さは、圧
延ロールの表面を過度に低粗度に仕上げる必要が有るため、工業的に望ましくない。
【００８９】
アルミニウム板は表面に粗面化処理等の表面処理を行い、感光層を塗布して平版印刷版と
することが出来る。粗面化処理には、機械的粗面化、化学的粗面化、電気化学的粗面化が
単独又は組み合わせて行われる。また、表面のキズ付き難さを確保するための陽極酸化処
理を行ったり、親水性を増すための処理を行うことも好ましい。
【００９０】
以下に支持体の表面処理について説明する。表面処理は、常法により、平版印刷版の所望
の特性により条件を選択して行われる。
アルミニウム板を粗面化するに先立ち、必要に応じ、表面の圧延油を除去するための例え
ば界面活性剤、有機溶剤またはアルカリ性水溶液などによる脱脂処理が行われてもよい。
アルカリの場合、次いで酸性溶液で中和、スマット除去などの処理を行ってもよい。
【００９１】
次いで支持体と感光層の密着性を良好にし、かつ非画像部に保水性を与えるため、支持体
の表面を粗面化する、いわゆる、砂目立て処理がなされている。この砂目立て処理法の具
体的手段としては、サンドブラスト、ボールグレイン、ワイヤーグレイン、ナイロンブラ
シと研磨材／水スラリーによるブラシグレイン、研磨材／水スラリーを表面に高圧で吹き
付けるホーニンググレインなどによる機械的砂目立て方法や、アルカリまたは酸あるいは
それらの混合物からなるエッチング剤で表面を粗面化処理する化学的砂目立て方法がある
がこれらに制限されない。
【００９２】
これらのような粗面化方法は複数を組み合わせて行ってもよく、その順序、繰り返し数な
どは任意に選択することができる。複数の粗面化処理を組み合わせる場合、その間に、続
いて行う粗面化処理を均一に行えるようにするために酸またはアルカリ水溶液による化学
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的処理を行うことができる。
【００９３】
前述のような粗面化処理すなわち砂目立て処理して得られた支持体の表面には、スマット
が生成しているので、このスマットを除去するために適宜水洗あるいはアルカリエッチン
グ等の処理を行うことが一般的に好ましい。このような処理としては、例えば特公昭４８
－２８１２３号公報に記載されているアルカリエッチング法や特開昭５３－１２７３９号
公報に記載されている硫酸デスマット法等の処理方法が挙げられる。
【００９４】
本発明に用いられるアルミニウム支持体の場合には、前述のような前処理を施した後、通
常、耐摩耗性、耐薬品性、保水性を向上させるために、陽極酸化によって支持体に酸化皮
膜を形成させる。
【００９５】
アルミニウム板の陽極酸化処理に用いられる電解質としては多孔質酸化皮膜を形成するも
のならばいかなるものでも使用することができ、一般には硫酸、リン酸、蓚酸、クロム酸
あるいはこれらの混酸が用いられる。それらの電解質の濃度は電解質の種類によって適宜
決められる。陽極酸化の処理条件は用いる電解質により種々変わるので一概に特定し得な
いが、一般的には電解質の濃度が１～８０％溶液、液温は５～７０℃、電流密度５～６０
Ａ／ｄｍ2、電圧１～１００Ｖ、電解時間１０秒～５分の範囲にあれば適当である。陽極
酸化皮膜の量は１．０ｇ／ｍ2以上が好適であるが、より好ましくは２．０～６．０ｇ／
ｍ2の範囲である。陽極酸化皮膜が１．０ｇ／ｍ2未満であると耐刷性が不十分であったり
、平版印刷版の非画像部に傷が付き易くなって、印刷時に傷の部分にインキが付着するい
わゆる「傷汚れ」が生じ易くなる。
また、アルカリ水溶液（例えば数％の苛性ソーダ水溶液）や、熔融塩中での陽極酸化処理
や、例えばホウ酸アンモン水溶液を用いた無孔性陽極酸化皮膜を形成させる陽極酸化処理
なども行うことができる。
【００９６】
本発明のアルミニウム支持体は陽極酸化処理後に有機酸またはその塩による処理または、
感光層塗布の下塗り層として用いることができる。有機酸またはその塩としては、有機カ
ルボン酸、有機ホスホン酸、有機スルホン酸またはその塩等が挙げられるが、好ましくは
有機カルボン酸またはその塩である。
【００９７】
また、さらに陽極酸化処理後、以下のような化合物溶液による処理や、これらの化合物を
、感光層塗布の下塗り層として用いることができる。好適に用いられる化合物としては、
例えば、有機ホスホン酸、有機リン酸、有機ホスフィン酸、グリシン、β－アラニン等の
アミノ酸；スルファミン酸、シクロヘキシルスルファミン酸等のアミノスルホン酸；１－
アミノメチルホスホン酸、１－ジメチルアミノエチルホスホン酸エチレンジアミンテトラ
メチレンホスホン酸等のアミノホスホン酸等の化合物が挙げられる。
【００９８】
また、塩酸、硫酸、硝酸、スルホン酸（メタンスルホン酸等）または蓚酸と、アルカリ金
属、アンモニア、低級アルカノールアミン（トリエタノールアミン等）、低級アルキルア
ミン（トリエチルアミン等）等との塩も好適に使用することができる。
【００９９】
ポリアクリルアミド、ポリビニルアルコール、ポリビニルピロリドン、ポリエチレンイミ
ンおよびその鉱酸塩、ポリ（メタ）アクリル酸およびその金属塩、ポリスチレンスルホン
酸およびその金属塩、（メタ）アクリル酸アルキルエステルと２－アクリルアミド－２－
メチル－１－プロパンスルホン酸およびその金属塩、塩化トリアルキルアンモニムメチル
スチレンのポリマーおよびその（メタ）アクリル酸とのコポリマー、ポリビニルホスホン
酸等の水溶性ポリマーも好適に使用することができる。
【０１００】
さらに可溶性デンプン、カルボキシメチルセルロース、デキストリン、ヒドロキシエチル
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セルロース、アラビアガム、グアーガム、アルギン酸ソーダ、ゼラチン、グルコース、ソ
ルビトールなども好適に使用することができる。これらの化合物は単独でも２種以上を組
み合わせて用いてもよい。
【０１０１】
処理の場合、これらの化合物は水かつ／またはメチルアルコールに０．００１～１０重量
％、特に０．０１～１．０重量％の濃度となるよう溶解されるのが好ましく、処理条件と
しては２５～９５℃、好ましくは５０～９５℃の温度範囲、ｐＨは１～１３、好ましくは
２～１０、１０秒～２０分、好ましくは１０秒～３分間支持体を浸漬する。
【０１０２】
感光層塗布の下塗り層として用いる場合は、同様に水かつ／またはメチルアルコールに０
．００１～１０重量％、特に０．０１～１．０重量％の濃度となるように溶解され、必要
に応じて、アンモニア、トリエチルアミン、水酸化カリウムなどの塩基性物質や、塩酸、
リン酸などの酸性物質によりｐＨを調節し、ｐＨ１～１２の範囲で使用することもできる
。また、感光性平版印刷版の調子再現性改良のために黄色系染料を添加することもできる
。有機下塗層の乾燥後の被覆量は、２～２００ｍｇ／ｍ2が適当であり、好ましくは５～
１００ｍｇ／ｍ2である。上記の被覆量が２ｍｇ／ｍ2未満であると汚れ防止等の本来の目
的に十分な効果が得られない。また、２００ｍｇ／ｍ2を越えると耐刷力が低下する。
【０１０３】
なお支持体と感光層との密着性を高めるための中間層を設けてもよい。密着性の向上のた
めには、一般に中間層は、ジアゾ樹脂や、例えばアルミニウムに吸着するリン酸化合物等
からなっている。中間層の厚さは任意であり、露光した時に、上層の感光層と均一な結合
形成反応を行い得る厚みでなければならない。通常、乾燥固体で約１～１００ｍｇ／ｍ2

の塗布割合がよく、５～４０ｍｇ／ｍ2が特に良好である。中間層中におけるジアゾ樹脂
の使用割合は、３０～１００％、好ましくは６０～１００％である。
【０１０４】
所望により公知のシリケート処理または封孔処理を施したあと、感光層との密着性をアッ
プさせるために特開平５－２７８３６２号公報に開示されている酸性水溶液処理と親水性
下塗りを行うことや、特開平４－２８２６３７号公報や特開平７－３１４９３７号明細書
に開示されている有機層を設けてもよい。
【０１０５】
支持体表面に以上のような処理或いは、下塗りなどが施された後、支持体の裏面には、必
要に応じてバックコートが設けられる。かかるバックコートとしては特開平５－４５８８
５号公報記載の有機高分子化合物および特開平６－３５１７４号記載の有機または無機金
属化合物を加水分解および重縮合させて得られる金属酸化物からなる被覆層が好ましく用
いられる。これらの被覆層のうち、Ｓｉ（ＯＣＨ3）4 、Ｓｉ（ＯＣ2Ｈ5）4、Ｓｉ（ＯＣ

3Ｈ7）4、Ｓｉ（ＯＣ4Ｈ9）4などの珪素のアルコキシ化合物が安価で入手し易く、それか
ら得られる金属酸化物の被覆層が耐現像液に優れており特に好ましい。
【０１０６】
平版印刷版用支持体として好ましい特性としては、中心線平均粗さで０．１０～１．２μ
ｍである。０．１０μｍより低いと感光層と密着性が低下し、著しい耐刷の低下を生じて
しまう。１．２μｍより大きい場合、印刷時の汚れ性が悪化してしまう。さらに支持体の
色濃度としては、反射濃度値として０．１５～０．６５であり、０．１５より白い場合、
画像露光時のハレーションが強すぎ画像形成に支障をきたしてしまい、０．６５より黒い
場合、現像後の検版作業において画像が見難くく、著しく検版性が悪いものとなってしま
う。
【０１０７】
以上のようにして、本発明の平版印刷版原版を作成することができる。この平版印刷版原
版は、赤外線レーザで記録できる。また、紫外線ランプやサーマルヘッドによる熱的な記
録も可能である。本発明においては、波長７６０ｎｍから１２００ｎｍの赤外線を放射す
る固体レーザ及び半導体レーザにより画像露光されることが好ましい。レーザの出力は１
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００ｍＷ以上が好ましく、露光時間を短縮するため、マルチビームレーザデバイスを用い
ることが好ましい。また、１画素あたりの露光時間は２０μ秒以内であることが好ましい
。記録材料に照射されるエネルギーは１０～３００ｍＪ／ｃｍ2であることが好ましい。
【０１０８】
赤外線レーザにより露光した後、本発明の画像記録材料は、好ましくは、水又はアルカリ
性水溶液にて現像される。
【０１０９】
現像液として、アルカリ性水溶液を用いる場合、本発明の画像記録材料の現像液及び補充
液としては、従来公知のアルカリ水溶液が使用できる。例えば、ケイ酸ナトリウム、同カ
リウム、第３リン酸ナトリウム、同カリウム、同アンモニウム、第２リン酸ナトリウム、
同カリウム、同アンモニウム、炭酸ナトリウム、同カリウム、同アンモニウム、炭酸水素
ナトリウム、同カリウム、同アンモニウム、ほう酸ナトリウム、同カリウム、同アンモニ
ウム、水酸化ナトリウム、同アンモニウム、同カリウム及び同リチウム等の無機アルカリ
塩が挙げられる。また、モノメチルアミン、ジメチルアミン、トリメチルアミン、モノエ
チルアミン、ジエチルアミン、トリエチルアミン、モノイソプロピルアミン、ジイソプロ
ピルアミン、トリイソプロピルアミン、ｎ－ブチルアミン、モノエタノールアミン、ジエ
タノールアミン、トリエタノールアミン、モノイソプロパノールアミン、ジイソプロパノ
ールアミン、エチレンイミン、エチレンジアミン、ピリジン等の有機アルカリ剤も用いら
れる。
これらのアルカリ剤は単独又は２種以上を組み合わせて用いられる。
【０１１０】
さらに、自動現像機を用いて現像する場合には、現像液と同じものまたは、現像液よりも
アルカリ強度の高い水溶液（補充液）を現像液に加えることによって、長時間現像タンク
中の現像液を交換することなく、多量の平版印刷版原版を処理できることが知られている
。本発明においてもこの補充方式が好ましく適用される。
【０１１１】
現像液及び補充液には現像性の促進や抑制、現像カスの分散及び印刷版画像部の親インキ
性を高める目的で必要に応じて種々の界面活性剤や有機溶剤等を添加できる。好ましい界
面活性剤としては、アニオン系、カチオン系、ノニオン系及び両性界面活性剤が挙げられ
る。好ましい有機溶剤としてはベンジルアルコール等が挙げられる。また、ポリエチレン
グリコール若しくはその誘導体、又はポリプロピレングリコール若しくはその誘導体等の
添加も好ましい。また、アラビット、ソルビット、マンニット等の非還元糖を添加するこ
ともできる。
【０１１２】
さらに、現像液及び補充液には必要に応じて、ハイドロキノン、レゾルシン、亜硫酸また
は亜硫酸水素酸のナトリウム塩およびカリウム塩等の無機塩系還元剤、さらに有機カルボ
ン酸、消泡剤、硬水軟化剤を加えることもできる。
【０１１３】
このような界面活性剤、有機溶剤及び還元剤等を含有する現像液としては、例えば、特開
昭５１－７７４０１号に記載されている、ベンジルアルコール、アニオン性界面活性剤、
アルカリ剤及び水からなる現像液組成物、特開昭５３－４４２０２号に記載されている、
ベンジルアルコール、アニオン性界面活性剤、及び水溶性亜硫酸塩を含む水性溶液からな
る現像液組成物、特開昭５５－１５５３５５号に記載されている、水に対する溶解度が常
温において１０重量％以下である有機溶剤、アルカリ剤、及び水を含有する現像液組成物
等が挙げられ、本発明においても好適に使用される。
【０１１４】
以上記述した現像液及び補充液を用いて現像処理された印刷版は、水洗水、界面活性剤等
を含有するリンス液、アラビアガムや澱粉誘導体を含む不感脂化液で後処理される。本発
明の画像記録材料を印刷用版材として使用する場合の後処理としては、これらの処理を種
々組み合わせて用いることができる。
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【０１１５】
近年、製版・印刷業界では製版作業の合理化及び標準化のため、印刷用版材用の自動現像
機が広く用いられている。この自動現像機は、一般に現像部と後処理部からなり、印刷用
版材を搬送する装置と各処理液槽とスプレー装置とからなり、露光済みの印刷版を水平に
搬送しながら、ポンプで汲み上げた各処理液をスプレーノズルから吹き付けて現像処理す
るものである。また、最近は処理液が満たされた処理液槽中に液中ガイドロール等によっ
て印刷用版材を浸漬搬送させて処理する方法も知られている。このような自動処理におい
ては、各処理液に処理量や稼働時間等に応じて補充液を補充しながら処理することができ
る。また、電気伝導度をセンサーにて感知し、自動的に補充することもできる。
また、実質的に未使用の処理液で処理するいわゆる使い捨て処理方式も適用できる。
【０１１６】
以上のようにして得られた平版印刷版は所望により不感脂化ガムを塗布したのち、印刷工
程に供することができるが、より一層の高耐刷力の平版印刷版としたい場合にはバーニン
グ処理が施される。
【０１１７】
平版印刷版をバーニングする場合には、バーニング前に特公昭６１－２５１８号、同５５
－２８０６２号、特開昭６２－３１８５９号、同６１－１５９６５５号の各公報に記載さ
れているような整面液で処理することが好ましい。
【０１１８】
その方法としては、該整面液を浸み込ませたスポンジや脱脂綿にて、平版印刷版上に塗布
するか、整面液を満たしたバット中に印刷版を浸漬して塗布する方法や、自動コーターに
よる塗布等が適用される。また、塗布した後でスキージ又はスキージローラーで、その塗
布量を均一にすることは、より好ましい結果を与える。
整面液の塗布量は一般に０．０３～０．８ｇ／ｍ2（乾燥重量）が適当である。
【０１１９】
整面液が塗布された平版印刷版は必要であれば乾燥された後、バーニングプロセッサー（
例えば、富士写真フイルム（株）より販売されているバーニングプロセッサー：ＢＰ－１
３００）等で高温に加熱される。この場合の加熱温度及び時間は、画像を形成している成
分の種類にもよるが、１８０～３００℃の範囲で１～２０分の範囲が好ましい。
【０１２０】
バーニング処理された平版印刷版は、必要に応じて適宜、水洗、ガム引き等の従来行なわ
れている処理を施こすことができるが、水溶性高分子化合物等を含有する整面液が使用さ
れた場合にはガム引きなどのいわゆる不感脂化処理を省略することができる。
【０１２１】
このような処理によって得られた平版印刷版はオフセット印刷機等にかけられ、多数枚の
印刷に用いられる。
【０１２２】
【実施例】
以下、実施例により、本発明を詳細に説明するが、本発明はこれらに限定されるものでは
ない。
［ポリマーの合成］
（合成例１：ポリマーＡの合成）
温度計、還流冷却器、撹拌機を取り付けた容量１リットルの三口丸底フラスコで、ポリビ
ニルブチラール（電気化学工業製デンカブチラール＃３０００－４）２５ｇをジオキサン
３００ｇに加熱溶解する。さらに、反応温度を１００℃にした後、無水フタル酸５１．８
ｇ及びピリジン２７．８ｇを加えて４時間反応させる。この反応液をメタノール／水（１
：３）の４リットルの水溶液に少しずつ添加してポリマーを析出させる。これを、濾取し
たのち、真空乾燥し、３１．０ｇのポリマーを得て、ポリマーＡとした。ポリマーＡの酸
含量は２．５ｍｅｑ／ｇであった。
【０１２３】
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（合成例２：ポリマーＢの合成）
合成例１で用いたのと同じ三口丸底フラスコで、ポリビニルホルマール（チッソ製ビニレ
ックＢ－２）２０ｇを酢酸２４０ｍｌに溶解する。更に反応温度を１００℃にしたのち無
水トリメリット酸３３．２ｇ、酢酸ソーダ１８．０ｇを加え４時間反応させる。この反応
液をメタノール：水＝１：３の４リットルの溶液に少しずつ加えポリマーを析出させる。
これを、濾取したのち、真空乾燥し、２５．８ｇのポリマーを得て、ポリマーＢとした。
ポリマーＢの酸含量は２．７ｍｅｑ／ｇであった。
【０１２４】
（合成例３：ポリマーＣの合成）
無水トリメリット酸の添加量を６７．２ｇとしたほかは、合成例２と同様にして反応させ
３０．５ｇのポリマーＣを得た。ポリマーＣの酸含量は４．９ｍｅｑ／ｇであった。
（合成例４：ポリマーＤの合成）
無水フタル酸に代えて無水ヘキサヒドロフタル酸５３．９ｇを反応させた他は、合成例１
と同様にして３１．６ｇのポリマーＤを得た。ポリマーＤの酸含量は２．２ｍｅｑ／ｇで
あった。
（合成例５：ポリマーＥの合成）
無水トリメリット酸に代えて無水マレイン酸１６．９ｇを反応させた他は合成例２と同様
にして２１．５ｇのポリマーＥを得た。ぽりまーＥの酸含量は１．５ｍｅｑ／ｇであった
。
【０１２５】
（実施例１～５）
［支持体の作成］
９９．５％以上のアルミニウムと、Ｆｅ ０．３０％、Ｓｉ ０．１０％、Ｔｉ０．０２％
、Ｃｕ ０．０１３％を含むＪＩＳ Ａ１０５０合金の溶湯を清浄化処理を施し、鋳造した
。清浄化処理には、溶湯中の水素などの不要なガスを除去するために脱ガス処理し、セラ
ミックチューブフィルタ処理をおこなった。鋳造法はＤＣ鋳造法で行った。凝固した板厚
５００ｍｍの鋳塊を表面から１０ｍｍ面削し、金属間化合物が粗大化してしまわないよう
に５５０℃で１０時間均質化処理を行った。 次いで、４００℃で熱間圧延し、連続焼鈍
炉中で５００℃６０秒中間焼鈍した後、冷間圧延を行って、板圧０．３０ｍｍのアルミニ
ウム圧延板とした。圧延ロールの粗さを制御することにより、冷間圧延後の中心線平均表
面粗さＲａを０．２μｍに制御した。その後、平面性を向上させるためにテンションレベ
ラーにかけた。
【０１２６】
次に平版印刷版支持体とするための表面処理を行った。
まず、アルミニウム板表面の圧延油を除去するため１０％アルミン酸ソーダ水溶液で５０
℃３０秒間脱脂処理を行い、３０％硫酸水溶液で５０℃３０秒間中和、スマット除去処理
を行った。
【０１２７】
次いで支持体と感光層の密着性を良好にし、かつ非画像部に保水性を与えるため、支持体
の表面を粗面化する、いわゆる、砂目立て処理を行った。１％の硝酸と０．５％の硝酸ア
ルミを含有する水溶液を４５℃に保ち、アルミウェブを水溶液中に流しながら、間接給電
セルにより電流密度２０Ａ／ｄｍ2、デューティー比１：１の交番波形でアノード側電気
量２４０Ｃ／ｄｍ2を与えることで電解砂目立てを行った。その後１０％アルミン酸ソー
ダ水溶液で５０℃３０秒間エッチング処理を行い、３０％%硫酸水溶液で５０℃３０秒間
中和、スマット除去処理を行った。
【０１２８】
さらに耐摩耗性、耐薬品性、保水性を向上させるために、陽極酸化によって支持体に酸化
皮膜を形成させた。電解質として硫酸２０％水溶液を３５℃で用い、アルミウェブを電解
質中に通搬しながら、間接給電セルにより１４Ａ／ｄｍ2の直流で電解処理を行うことで
２．５ｇ／ｍ2の陽極酸化皮膜を作成した。
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【０１２９】
この後印刷版非画像部としての親水性を確保するため、シリケート処理を行った。処理は
３号珪酸ソーダ１．５％水溶液を７０℃に保ちアルミウェブの接触時間が１５秒となるよ
う通搬し、さらに水洗した。Ｓｉの付着量は１０ｍｇ／ｍ2であった。以上により作成し
た支持体のＲａ（中心線表面粗さ）は０．２５μｍであった。
【０１３０】
［下塗り］
次に、このアルミニウム支持体に下記下塗り液をワイヤーバーにて塗布し、温風式乾燥装
置を用いて９０℃で３０秒間乾燥した。乾燥後の被服量は１０ｍｇ／ｍ2であった。
【０１３１】
＜下塗り液＞
・エチルメタクリレートと２－アクリルアミド－２－メチル－１－
プロパンスルホン酸ナトリウム塩のモル比７５：１５の共重合体　０．１ｇ
・２－アミノエチルホスホン酸　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１ｇ
・メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０ｇ
・イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０ｇ
【０１３２】
［感光層］
次に、下記溶液［Ｐ］を調整し、上記の下塗り済みのアルミニウム板にワイヤーバーを用
いて塗布し、温風式乾燥装置にて１１５℃で４５秒間乾燥してネガ型平版印刷版原版［Ｐ
－１］～［Ｐ－５］を得た。乾燥後の被覆量は１．２～１．３ｇ／ｍ2の範囲内であった
。この際使用した特定バインダーポリマー（Ｄ）の種類を表１に示す。
【０１３３】
＜溶液［Ｐ］＞
・（Ａ）赤外線吸収剤［ＩＲ－６］（下記構造）　　　　　　０．０８ｇ
・（Ｂ）熱ラジカル開始剤［ＯＩ－６］（下記構造）　　　　０．３０ｇ
・（Ｃ）ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート　　　　１．００ｇ
・バインダーポリマー（Ｄ）（表１に記載の化合物）　　　　１．００ｇ
・ビクトリアピュアブルーのナフタレンスルホン酸塩　　　０．０４ｇ
・フッ素系界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０１ｇ
（メガファックＦ－１７６、大日本インキ化学工業（株）製）
・メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　９．０ｇ
・メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０．０ｇ
・１－メトキシ－２－プロパノール　　　　　　　　　　　８．０ｇ
【０１３４】
【表１】

【０１３５】
【化１４】
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【０１３６】
［露光］
得られたネガ型平版印刷版原版［Ｐ－１］～［Ｐ－５］を、水冷式４０Ｗ赤外線半導体レ
ーザを搭載したＣｒｅｏ社製Ｔｒｅｎｄｓｅｔｔｅｒ３２４４ＶＦＳにて、出力９Ｗ、外
面ドラム回転数２１０ｒｐｍ、版面エネルギー１００ｍＪ／ｃｍ2、解像度２４００ｄｐ
ｉの条件で露光した。
【０１３７】
［現像処理］
露光後、富士写真フイルム（株）製自動現像機スタブロン９００Ｎを用い現像処理した。
現像液は、仕込み液、補充液ともに富士写真フイルム（株）製ＤＮ－３Ｃの１：１水希釈
液を用いた。現像浴の温度は３０℃とした。また、フィニッシャーは、富士写真フイルム
（株）製ＦＮ－６の１：１水希釈液を用いた。
【０１３８】
［印刷及び耐刷性の評価］
次に、平版印刷版［Ｐ－１］～［Ｐ－５］を、小森コーポレーション（株）製印刷機リス
ロンを用いて印刷した。この際、どれだけの枚数が十分なインキ濃度を保って印刷できる
かを目視にて評価した。結果を表１に併記する。
【０１３９】
表１に明らかなように、本発明の実施例に係る平版印刷版は、一般式（Ｉ）で表される繰
り返し単位を有するいずれのポリマーを用いた場合においても、数多くの枚数の印刷が可
能であり、耐刷性に優れていることがわかった。
【０１４０】
（実施例６～９）
バインダーポリマー（Ｄ）として、本発明の一般式（Ｉ）で示される繰り返し単位を有す
るポリマーであるポリマーＡ～ポリマーＥに加えて、前記繰り返し単位を有しないポリマ
ーＦ〔メタクリル酸アリル／メタクリル酸共重合体（重合モル比：８０／２０、重合平均
分子量約１２万）〕及びポリマーＧ〔メタクリル酸メチル／メタクリル酸共重合体（重合
モル比：８５／１５、重合平均分子量約１２万）〕を下記表２に示す割合で用いた他は、
実施例１と同様にして平版印刷版［Ｐ－６］～［Ｐ－９］を作成し、実施例１と同様にし
て耐刷性を評価した。結果を下記表２に示す。
【０１４１】
（比較例１）
バインダーポリマー（Ｄ）として、本発明の一般式（Ｉ）で示される繰り返し単位を有し
ない前記ポリマーＧのみを用いた他は、実施例１と同様にして平版印刷版［Ｐ－１０］を
作成し、実施例１と同様にして耐刷性を評価した。結果を下記表２に示す。
【０１４２】
【表２】
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【０１４３】
表２に明らかなように、他のバインダーポリマーを併用した場合でも、本発明の実施例に
係る平版印刷版は、数多くの枚数の印刷が可能であり、耐刷性に優れていることがわかっ
た。一方、バインダーポリマーとして、前記一般式（Ｉ）で示される繰り返し単位を有し
ないポリマーのみを用いた比較例１の平版印刷版は、他の条件が全て同じであるにも係わ
らず、耐刷性に劣ることが確認された。
【０１４４】
【発明の効果】
本発明によれば、赤外線を放射する固体レーザ及び半導体レーザを用いて記録することに
より、コンピューター等のデジタルデータから直接記録可能であり、印刷時に良好な印刷
物が多数枚得られる耐刷性に優れたネガ型平版印刷版原版を提供することができる。
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